
厚生労働科学研究費補助金 障害者対策総合研究事業（精神障害分野） 
 

様々な依存症の実態把握と回復プログラム策定・推進のための研究 
（研究代表者 宮岡 等） 

 
平成 25～27 年度総合分担研究報告書 

インターネット依存の実態解明と治療法開発に関する研究 
 

 
研究分担者 樋口 進 国立病院機構久里浜医療センター院長 

 

研究要旨 

インターネット（以後、ネット）依存は、深刻な健康・社会問題である。2008 年および 2013 年

に実施された厚労科研によると、この 5 年間にわが国成人でネット依存傾向にある者の割合は約

1.5 倍に増加し、2013 年の推計数は 421 万人に上ったとのことである。また、2012 年に実施され

た厚労科研では、ネット依存が強く疑われる中高生が、男子の 6.2%、女子の 9.8%に認められ、

中高生だけでもその数は 52 万に達すると推計された。しかし、わが国では、この依存に対する

対策がほとんど進んでいない。以上の背景を踏まえ、本研究では以下の 3 つの課題に取り組んだ。

1) ネット依存患者の臨床的特性の明確化、2) ネット依存の疾患概念の確立および診断ガイドラ

インの作成、3) 若年者のネット使用に関する縦断的調査研究。以下にその概要をまとめる。 

1) ネット依存患者の臨床的特性の明確化 

これについては、初年度に研究を行った。久里浜医療センターネット依存専門外来を平成 23 年 7

月～平成 25 年 6 月に受診した 108 名の臨床特性について検討した。受診者は若年者が多く、中

高生が半数弱を占めていた。男女比は 5.4 対 1。使用している機器としてはパソコンが多く、80%

以上はオンラインゲームに依存していた。母子家庭の割合が高く、昼夜逆転、ひきこもり、暴言・

暴力、などの症状が多くに見られた。また、学生の場合には、欠席、成績不振、留年などが多く

の者に認められた。合併精神障害として、ADHD、広汎性発達障害、社交不安などの併存が多か

った。 

2) ネット依存の疾患概念の確立および診断ガイドラインの作成 

ネット依存の診断ガイドラインについては、現在、国際的に認められたガイドラインは存在しな

いので、まず、その確立に向けた取り組みが必要である。そのための第一歩として、平成 26 年 8

月 27～29 日に東京で WHO 会議を開催した。また、その翌日の 30 日には、東京でネット依存啓

発のための市民公開講座を開いた。この会議の議論を踏まえ、現在、「ゲーム障害」に関する臨

床記述および診断ガイドライン草稿が作成されつつある。 

3) 若年者のネット使用に関する縦断的調査研究 

横浜市教育委員会および市立中学校の協力のもと、横浜市立中学の 1～2 年生約 13,700 名に対し

てネット使用に関する 5 年間の縦断調査を依頼した。その結果、ベースライン調査に対して 1,257

名から返送があり、そのうち 1,026 名から縦断調査の同意が得られた。ベースライン調査結果の

概要は以下の通りである。最も多いネット使用時間は、学校のある日では、1 時間未満、休日で

は 2 時間から 3 時間未満であった。長時間使用の者も多く、5 時間以上の者が、平日で 7.9%、休

日で 13.4%も存在した。ネットサービスで最もよく使われていたのは、情報やニュース検索



（71%）、動画（65%）、メール（53%）、オンラインゲーム（35%）の順であった。約 2/3 の者が

家庭でルールを決め、約62%の者がフィルタリングを受けていた。ネット依存の評価には、”Internet 

Addiction Test (IAT)”と”Diagnostic Questionnaire (DQ)”を使用した。IAT によると、女子学生の 3.5%、

男子学生の 2.2%、全体で 2.9%の者にネット依存が疑われた。一方、DQ によれば、ネット依存が

疑われる割合は、男子 7.6%、女子 7.9%、合計 7.8%であった。この割合は、2012 年実施の全国調

査結果に比べるとかなり高かった。今後、同意の得られた対象者に対して向こう 5 年間追跡調査

を実施する。 
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A. 研究目的  

インターネット（以後ネットと略）の使用

者は年々増え続けている。総務省の通信利

用動向調査によると、平成 25 年のネット使

用者の推計値は 1 億 44 万人で、わが国の 6

歳以上の人口の 82.8%にあたるという 1)。ま

た、この数も割合も依然として伸び続けて

いる。  

ネット依存者もこのネット使用者の増加

とともに増加していると推定される。 我々

は 2008 年および 2013 年に実施したわが国

成人の飲酒実態調査に、自記式のネット依

存スクリーニングテストである「 Internet 

Addiction Test, IAT」の邦訳版を組み入れた
2)。IAT は米国の Young 博士によって作成さ

れた 20 項目からな自記式テストである 3)。

このテストでネット依存傾向（点数が 40 点

以上）にある者の割合は、2008 年人口で補

正した場合、男性 3.1%、女性 2.2%で、約

275 万人の成人がこれに該当すると推計し

た 4)。2013 年調査では、それぞれ 4.5%、3.6%、

4.0%の者がネット依存傾向にあることがわ

かった 4)。また、その数は合計で 421 万に

上り、5 年間に約 1.5 倍に増加していると推

計された 4)。  

 未成年者の実態について、筆者も含めた

研究グループは、2012 年秋に無作為に抽出

した中学校 140 校、高校 124 校の生徒約 10

万人に対する調査を実施した 5)。ネット依

存 の ス ク リ ー ニ ン グ に は 、「 Diagnostic 

Questionnaire, DQ」の邦訳版を使用した 6)。

その結果、中高生男子の 6.2%、女子の 9.8%、

全体で 7.9%の若者がネット依存の疑いが

強く、中高生だけでもその数は 52 万人に上

ると推計された 7)。  

 ネット依存はこのように大きな社会・健

康問題であるが、その対策はまだ緒につい

たばかりである。まず、何より、ネット依

存に関する疾患の定義や診断ガイドライン

がまだ確立されていない。我々が日常の臨

床で使用している精神科疾患に関する診断

ガイドラインは、ICD-10 である 8)。しかし、

この中にはネット依存という診断項目は存

在しないので、現在のところ、ネット依存

の診断には、「F63.8 その他の習慣およぶ衝

動の障害」を使用せざるをえない状態であ

る。  

 2013 年 5 月に米国精神医学会が作成した

診断ガイドラインである DSM-4 が DSM-5

に改定された 9)。その中には、「 Internet 

Gaming Disorder、インターネットゲーム障

害」という診断項目が初めて収載された。

し か し 、 こ れ は 正 式 な 収 載 で は な く 、

「Conditions for Further Study」の章に属し



ており、現時点では使用できないが、将来

エビデンスの蓄積された段階で正式収載に

なる見込みの項目に含まれている。  

一方、ネット依存のリスク要因の同定の

ためには、縦断研究が必要である。今まで

に海外では複数の縦断研究がなされている
10-14)。一方、ネット使用に関する自然経過

についても報告されている。例えば、ゲー

ム依存の疾患安定性（ベースライン調査で

ネット依存を有すると評価された者が追跡

調査時にもその状態を維持している割合）

について、その割合は 27%-84%と報告され

ている 15-18)。わが国では、ネット依存に関

する横断的研究は行われているが、縦断研

究の報告はない。本研究は、横浜市の中学

1～2 年生を対象としたわが国最初の縦断研

究である。 

 以上のような背景を踏まえて、本研究で

は以下のような研究を行ってきた。  

 

1) ネット依存患者の臨床的特性に関する

研   

究  

2) ネット依存の疾患概念の確立および診

断  

ガイドラインの作成  

3) 若年者のネット使用の縦断的調査研究  

 

本報告書ではそれぞれの研究の概要を示

す。  

 

B. 研究方法  

1. ネット依存の臨床特性  

久里浜医療センターネット依存専門外来を

訪れた患者の概要をまとめた。臨床特性に

ついては、平成 23 年 7 月より診療を始めて

から平成 25 年 6 月末までのデータであった。 

 

2. 診断ガイドライン  

既述のとおり、ネット依存の疾患概念や診

断ガイドラインについて国際的に認められ

たものは存在しない。我々は、わが国独自

のガイドラインを作成するより、まず、国

際的に認められたガイドライン作成に寄与

するのが先決と考え、以下の結果に示すよ

うな事業を行った。本研究もこの事業に一

部関与していた。  

 

3. 縦断調査  

1) 調査対象者  

横浜市立中学校に在籍する 9,005 名の中学 1

年生を対象に 2015 年 3 月に調査を実施した。

しかし、調査同意者の数が少なかったので、

2015 年 7 月に上記とは別の 4,062 名、11 月

に 647 名に対して調査を実施した。第 2 回

と第 3 回の調査対象者は、第 1 回の調査対

象者の同級生になるので、調査時は中学 2

年生である。その結果、以下の表 1 のよう

に、1,257 名から返送があり、1,026 名から

継続調査同意が得られた。  

 

表 1. 3 回の調査の合計  

 人数  協力率  

調査対象数  13,714  

返送数  1,257 9.2% 

初期調査同意数  1,231 9.0% 

継続調査同意数  1,026 7.5% 

 

2) 調査方法  

対象校の校長先生に自記式調査票の他、調

査の説明書、両親および本人の同意書、返

送用封筒等調査セットを送付し、担任の先

生を通じて、調査への協力を依頼した上で

1 年生（2 年生）の生徒に配布頂いた。各生

徒は、セットを自宅に持ち帰り両親と相談

の上、調査に協力いただける場合には、同

意書に署名の上、生徒に調査票に記入いた

だき、同意書と調査票を、本調査の実施を

委託した「中央調査社」に返送いただく。  

調査の説明書には、今後毎年 1 回、向こ

う 5 年間にわたって追跡調査を実施するこ

とについても説明があり（調査はベースラ

イン調査も含めて 6 回）、その点についても



同意をいただいた上で、調査に協力いただ

いた。  

 

3) 調査票  

「生活習慣に関するアンケート」と題する

A4 で 13 ページからなる自記式調査票であ

る。この調査票は平成 26 年度、27 年の総

括報告書に添付されている。  

 実際の調査は中央調査社に依頼した。調

査結果のデータ入力が終了した段階で久里

浜医療センターに送ってもらった。統計解

析は、Statistical Analysis System (version 9.2)

を使用した。  

 

C. 倫理に対する配慮  

ネット依存の臨床特性については、個人情

報の管理を徹底する。データの公表に関し

ては、個人情報がまったくわかないように

注意する。中学生の縦断調査については、

久里浜医療センターの倫理委員会で承認後

に実際の調査を実施する。  

 

D. 結果と考察  

1. ネット依存の臨床特性  

平成 23 年 7 月より平成 26 年 2 月までに久

里浜医療センターネット依存専門外来を受

診した患者は 175 名（男性 148 名、女性 27

名）であった。一方、家族のみの受診で本

人が受診していないケースは 97 名で、全体

のおよそ 1/3 に相当した。  

 平成 25 年 6 月末までの患者（N=108）に

ついては以下の通りである。  

1) 年齢分布では男性患者の年齢が低い傾

向がある。中学・高校生の割合は 44%で、

男性ではほぼ 50%となっている。男女比は

5.4 対 1 となっていた。  

 10 歳代の患者の家族構成では、両親と同

居しているケースが 58%であった。31%の

ケースは、離婚または死別により、母子家

庭となっていた。さらに、父親が長期の単

身赴任で家庭にいないケースが 9%となっ

ており、父親が不在の子ども達が非常に多

かった。  

2) 患者が最も依存しているネットサービ

スは、オンラインゲームであり、実に 85%

に達していた。患者が使用している主な機

器では、通常のパソコンが 45%と最も頻用

されており、スマートフォン・携帯電話が

約 25%、ゲーム機が 16%となっていた。  

3) 初診時に起きている問題について（複数

回答）は、昼夜逆転が 41%、引きこもりが

36%、本人の暴言・暴力が 32%、ネットに

まつわる金銭問題が 24%に認められた。学

生の場合には、欠席が 68%、成績不振が 41%、

留年が 30%、遅刻が 25%、退学が 20%にみ

られた。  

4) 合併精神障害に関しては以下のとおり

であった。MINI19)により評価された広場恐

怖 は 10% の 患 者 に 認 め ら れ た 。

Semi-Structured Assessment for the Genetics 

of Alcoholism (SSAGA)20) で 評 価 さ れ た

ADHD 傾向は 29%に認められた。また、

L-SAS-J21,22)による社会不安傾向の認めら

れた者が 36%に達した。さらに、AQ23,24)に

より広汎性発達障害が疑われた患者が 18%

に求められた。このように、ネット患者に

は多くの精神障害またはその傾向が併存し

ていた。これらの障害はその性質上、ネッ

ト依存を発症する前から存在したと考えら

れ、ネット依存のリスク要因の可能性があ

る。  

 

2. 診断ガイドライン  

久里浜医療センターは、世界保健機関

（WHO）に働きかけて、平成 26 年 1 月か

ら 12 月にかけて、”Reviewing public health 
implications of behavioural addictions 
associated with the use of internet, 
computers and smart phones”というプロジ

ェクトを WHO と久里浜医療センターが共

同で行うことにした。その一環として、平

成 26 年 8 月 27 日から 29 日まで、国立がん

研究センター（東京）で WHO 専門家会議

（Public Health Implications of Excessive Use 



of the Internet, Computers, Smartphones and 

Similar Devices）を実施した。8 月 30 日に

は、この会議の参加者の一部に協力を求め

て、ネット依存に関する市民公開講座を行

った。本会議の報告を資料として添付する。 

 また、平成 27 年 1 月～28 年 12 月まで、

久里浜医療センターと WHO は、新た

に”Development of international consensus on 

clinical  description and diagnostic guidelines 

for Internet Gaming Disorder and Other 

Bahavioural Addictions and their clinic-based 

field testing”に関する共同プロジェクトを

行うことにした。韓国の Korean Academy of 

Addiction Psychiatry および韓国政府とも協

力して平成 27 年 8 月 24 日～26 日に WHO

専 門 家 会 議 （ Bahavioural Disorders 

Associated with Excessive Use of Internet, 

Computers, Smartphones and Similar 

Electronic Devices: Clinical Descriptions, 

Diagnostic Guidelines and Priorities for 

International Research）を行った。その会議

の な か で 、 Gaming disorder (online and 

offline) の Clinical description お よ び

Diagnostic guidelines の草稿について話し

合った。今後、この草稿は、専門家や関連

機関による検証を経てより良いものに修正

され、実地試験でその妥当性や信頼性が検

討される。最終的に ICD-11 に収載されるこ

とを目標に、久里浜医療センターは WHO

との共同プロジェクトを進めてゆく。  

 

3. 縦断調査  

縦断調査は平成 25 年度の予備調査から実

施されているが、ここでは平成 27 年に実施

されたベースライン調査に返送された

1,257 の調査票に関する解析の概要を述べ

る。  

1) 対象者の性・年齢  

男性 578 名（46.0%）、女性 665 名（52.9%）, 

性別不明が 14 名（1.1%）であった。また、

年齢では、中学 1 年生を対象にしたことか

ら 13 歳が圧倒的に多かった。  

2) ネット関連の質問  

自分専用のパソコンがあるか、という問い

に対して、151 名（12.0%）が「ある」と回

答している。しかし、多くのケースは「家

族との共有」で、その数は 938 名（74.6%）

であった。対象者の 38.2%が携帯電話、

40.5%がスマホを持っていた。  

 

3) ネットの使用時間  

中学 1 年生ではあるが、ネット使用時間は

驚くほど長かった。最も多い時間は、学校

のある日では、1 時間未満、次いで 1 時間

から 2 時間未満である。休日では少し長く

なって、2 時間から 3 時間未満が最も多い。

長時間使用の者も多く、3 時間から 5 時間

未満が、平日で 11.7%、休日で 17.4%であっ

た。また、5 時間以上の者が、平日で 7.9%、

休日で 13.4%も存在した。  

 

4) 使用しているネットサービスと機器  

過去 30 日間のネットサービス使用や使用

機器については以下の通りである。最もよ

く使われていたのは、情報やニュース検索

および動画で、それぞれ 70.6%、64.5%の者

が使用していた。約 1/3 強の者がオンライ

ンゲームを使っていた。  

 使用していた機器については、スマホが

最も多く、約 52%であった。一方で、携帯

電話の使用率は 15.6%であり、所有率に比

べてかなり低い。  

 

5) 使用ルールとフィルタリング  

ネット使用のルールに関しては、約 2/3 の

者が家庭でルールを決めていると回答して

いた一方で、ルールを決めていない者も約

30%存在した。また、約 62%の者がフィル

タリングをしていると回答する一方で、

25%の者はフィルタリングしていないとの

ことであった。  

 

6) ネット依存の現状  

べースライン調査におけるネット依存傾向



については、Young 博士の考案した”Internet 

Addiction Test (IAT” と ”Diagnostic 

Questionnaire (DQ)”を使用した 3,6)。その結

果、女子学生の 3.5%、男子学生の 2.2%、全

体で 2.9%の者が IAT によりネット依存が疑

われる。一方、DQ によれば、ネット依存が

疑われる割合は、男子 7.6%、女子 7.9%、合

計 7.8%であった。2012 年に厚労科研の一環

として行われたた、全国の中学生、高校生

約 10 万人に対する調査で、この DQ の邦語

版が使用された 5)。それによれば、中学 1

年生の割合は、男子 2.6%、女子 5.3%、合計

3.9%であった 7)。このデータに比べると、

本研究の割合は非常に高かった。理由は定

かではないが、1) 本研究が横浜という大都

市で行われたこと、2) 2012 年調査時点から

3 年が経過しており、その間にスマホの所

持率などが大幅に上がった、ことなどが関

係している可能性がある。  

 ネット依存の有病率は一般に男性の方が

女性より高く、男性はネット依存のリスク

要因と言われている 25)。先の 2012 年の中高

生に対する実態調査でも、今回の調査でも、

むしろ女性の方が男性より高い傾向を示し

ていた。この性における有病率の逆転現象

はわが国の特徴かもしれない。そこにはス

マホと SNS の発達が関係している可能性が

ある 7)。  
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